
 
資料３－２ 

今期（第 18 期）文化政策部会における 

 文化芸術推進基本計画のフォローアップについて（案） 

 

 

１．手法 

  文化芸術基本計画（第１期）に掲げられた「今後 5年間に講ずべき文化芸術に

関する基本的な施策」のうち、テーマごと（※）に少人数から成るワーキングを

設け、各事業の活動指標（アウトプット）や成果目標（アウトカム）、評価点や改

善点を中心に議論を深め、ＰＤＣＡサイクルを形成するとともに、次期基本計画

で用いる指標を検討する。 

 

 ※政策評価の体系に基づき１６の政策群に整理 

  

２．取り扱うテーマ 

 

  ⑦文化資源を活用した付加価値創出（観光等） 

・文化財多言語解説整備事業 

    ・日本が誇る先端技術を活用した日本文化の魅力発信 

    ・Living History（生きた歴史体感プログラム）事業 

 

  ⑪文化芸術による共生社会の実現 

    ・障害者による文化芸術活動推進事業 

 

⑬日本語教育の振興 

    ・地域日本語教育の総合的な体制づくりの推進 

  ・日本語教室空白地域解消の推進等 

  ・日本語教育の先進的取組に対する支援等 

 

 

３．委員の分属 

   

１人２つ以上のワーキングに属することを原則とする。 

  （具体的な分属先については、部会長と相談の上、事務局において調整） 



訪日外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向上させるため、文化財に対して多言語で先進的・高次元な言語解説を整備する事業を、観光
施策と連携させつつ実施。また、博物館等のサイン等の多言語化を整備。

概要概要

事業内容事業内容

文化財活用・理解促進戦略プログラム2020（抄）
（平成28年4月 文化庁策定）

2020年までの目標
・文化財単体ではなく地域の文化財を一体とした面
的整備や分かりやすい多言語解説の整備などの取
組を1000事業程度実施するとともに、日本遺産を
はじめ、文化財を中核とする観光拠点を全国200
拠点程度整備

２次元コードにスマートフォンを
かざすと、英語など多言語解説文の
テキスト表示と音声が読み上げられ
る。

現存しない建造物等を史実に基づ
いて高精細かつ色鮮やかに、多言語
によるナレーションにより、VRコ
ンテンツで再現。

文化財の理解を深め、外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向上。

観光庁・文化庁・環境省の連携による解説整備を推進

【文化庁】
先進的・高次元な媒体整備

【観光庁】
魅力的でわかりやすい解説文作成

分かりやすい多言語
解説整備推進委員会

文化財多言語解説整備事業

文化財中核観光拠点２００か所を中心として、先進的・費用対効果の高い多言語解説を整備。
また、博物館等のサイン等の多言語化を整備。

専門家を派遣し、魅力ある
多言語解説文の作成支援

先進的な媒体を用いた解説
整備への支援

多言語によるVR動画コンテンツ（普段
見れない場所の360度映像、空中から見
るVR体験等）を楽しむことができる。

令和２年度予算額 1,847百万円の内数



-

（ ）

　チェック

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
整備を実施した事業の報告書

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法 第１３条

主要政策・施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

-

整備を実施した観光拠点に
おける外国人旅行者の満
足度

実施方法

28年度

％

文化財多言語解説整備事業（国際観光旅客税財源） 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 観光資源課 課長　英　浩道

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

訪日外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向上させるため、文化財についてわかりやすく魅力的な多言語解説文を整備するとともに、先進的・高次元な
技術を用いて、映像や音声等を組み合わせたコンテンツ（例：ＶＲ、ＡＲ、ＱＲコード、解説アプリ等）によって表示する事業について、支援する。

本事業は平成30年度末まで文科省において実施していたが、「国際観光旅客税の使途に関する基本方針等について（平成29年12月22日観立国推進閣僚会議決
定、平成30年12月21日一部変更）」において、平成31年度より予算を観光庁に一括計上した上で、関係省庁（文科省）に移し替えて執行するとされている。（文科
省作成平成30年度行政事業レビュー「文化財等の多言語解説整備支援事業」（事業番号：新30-0019）

- -

-

- -

- -

整備を実施した観光拠点に
おける外国人旅行者の満
足度

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

--

0

平成３１年度
事業終了

（予定）年度 平成３２年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

訪日外国人旅行者の地域での体験滞在の満足度を向上させるため、観光振興に欠かせない資源である文化財について、多言語で先進的・高次元な解説を整備
する事業を支援する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 1,000 0

0

執行率（％） - - -

-

90

-

・国際観光旅客税の使途に関する基本方針等について

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

- -

1,000

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度 年度32

0

31年度当初予算

930

67.5

2

0.2

0.2

0.1

1,000

事業番号 新31 0032

観光立国

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

文化資源活用事業費補助
金

文化資源活用委託費

職員旅費

委員等旅費

文化資源活用庁費

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

0

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。
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経
済
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計
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係

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

100

-

100

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

4,000

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式
事業費／整
備する拠点
の件数

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- - -

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

百万円/１件

計画開始時

整備を実施した観光拠点件数

30年度 31年度

-

-

件

- 930百万円／100件

31年度活動見込

- -

-

年度

3,119 -

目標値 万人

-

達成度

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

29年度 30年度

-

単位

整備拠点あたりの整備費

単位当たり
コスト

-

目標値

-

-

年度 年度

-

-

％

-

- - -

-

29年度

-

取組
事項

分野： - -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の実施により、訪日外国人旅行者が増加することが見込まれる。

-

32
定量的指標

2,869

ＫＰＩ
（第一階層）

-

年度年度

9.3

中間目標 目標年度

28年度

28年度

年度 年度 年度

成果実績

実績値 万人 2,404

単位

訪日外国人旅行者数

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係



　-

国土交通省

事業番号 事業名所管府省名

地域観光資源の多言語解説整備支援事業（観光庁）0241

○

　-

訪日外国人旅行者の体験滞在の満足度を向上させるため
に、日本の文化をトータルで発信することが必要であり、国と
して強力に実施する必要がある。

○

評　価項　　目

国際観光旅客税の使途に関する基本方針の一つとして、「地
域固有の文化、自然等を活用した観光資源の整備等による
地域での体験滞在満足度の向上」が挙げられている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

補助事業者の採択にあたり、内容における先端技術の利用等を精査することで企画性を確保し、経費の積算や市となどの妥当性を確認して効率
的かつ最適な経費措置となるよう努める。

本事業は、「観光ビジョン」及びその行動指針である「文化財活用・理解促進戦略プログラム2020」に基づき、訪日外国人漁港者の満足度を向上さ
せる取り組みを支援するものであり、優先度は高い。また、経費の使途当事業効率を検証した結果、事業目的に照らし真に必要なものに限定さ
れ、適切な内容となっている。

○

　-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

文化庁の支援によって、先進的・高次元な技術を用いて映像
や音声等を組み合わせたコンテンツを整備するにあたり、観
光庁が連携して魅力的な多言語解説文を作成できるネイティ
ブ専門人材をリスト化し、文化財における多言語解説文の作
成を支援。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

採択にあたり、経費の積算や使途の妥当性を確認し、効率的
かつ最小限の経費措置となるよう努める。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

補助事業の採択において事業内容の精査を行い、選定の妥
当性や競争性を確保している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「明日の日本を支える観光ビジョン」において、わかりやすい
多言語解説などにより、文化財を中核とする観光拠点を全国
200拠点程度整備することとしており、国として優先的に実施
する必要がある。

補助事業の対象・対象外経費を厳格に定める。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

実績報告書等を精査し、適切かつ効率的な執行に努める。

行政事業レビュー推進チームの所見

　-

○

補助事業の対象・対象外経費を厳格に定める。

外部有識者の所見

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

  -

○

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

　-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

補助事業者の財務状況等を把握し、応分の負担を求めて実
施する。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( - )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

明日の日本を支える観光ビジョン（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kankou_vision/pdf/honbun.pdf）
文化財活用・理解促進戦略プログラム2020（http://www.bunka.go.jp/koho_hodo_oshirase/hodohappyo/pdf/2016042601.pdf）

平成29年度

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

平成30年度 文部科学省 新30 0019

文化庁

９３０百万円

Ｂ．所有者、民間団体等

１００者

９３０百万円

【支出委任】

Ａ．都道府県

４７機関

９３０百万円

【補助金交付】

委託【企画競争入札】

Ｂ．民間団体

３機関

６８百万円

文化庁

６８百万円

・文化財に対して、多言語で先進的・

高次元な解説を整備する事業への補

助。

補助事業を実施するための事務手

続きに係る諸業務を委託。

職員旅費 ２百万円

観光庁

【移替】



　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

- - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ

名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

A.都道府県

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

使　途

B.補助事業者
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

費　目

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

法　人　番　号

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



旅行前の情報収集段階、訪日観光客が必ず利用する空港等などの主要観光インフラ、必ず訪れる主要な観光地などにおいて、文化財を始めとする日本固有の文化資源を
先端技術を駆使して効果的に発信し、各観光地への誘客や消費の拡大と体験滞在の満足度向上を図る。加えて、日本文化の多様な魅力・コンテンツに関する情報入手を容
易にする取り組みも実施。

文化財所有者が行う日本文化の魅力発信

主要観光地日本観光の玄関口
空港等における日本文化発信

旅行前
（訪日前の情報収集等）

渡航前の
日本文化発信

渡航前の外国人観光客
等に向けた観光情報発信
のプラットフォーム提供

文化遺産・観光
コンテンツバンク
【対象経費】
・ウェブサイト構築
・コンテンツ（動画・
画像）収集等業務
・コンテンツの権利
許諾業務 等

日本観光の玄関口

・補助事業
（文化財所有者・民間団体等 原則1/2補助）
・実施予定数 12件

【対象経費】
・コンテンツ（VR,MR技術映像や高精細画像や高精細レプリカ
等）製作費
・多言語解説経費 等

旅行後
（帰国後の情報発信）

帰国後の情報発
信・ﾘﾋﾟｰﾄ促進

帰国後の外国人観光
客が旅行中の感想等
を投稿するサイトを構
築し、更なる外国人
観光客の促進へ。

・文化遺産・観光
コンテンツバンク

訪日外国人旅行者の旅前の情報発信の充実や地域での体験滞在の満足度を向上や再訪へ結びつけるため、
先端技術を駆使して日本の歴史・芸術・伝統的な文化財や風景など発信する事業を、観光施策と連携させつつ実施。

空港等における
日本文化発信

出発直前まで楽しめる空間
を演出し、日本滞在の満足
度を向上、他地域の紹介
で再訪の動機づけとする。

▶国宝「風神雷神図屏風」（俵屋宗達筆）の
ＭＲ技術を駆使したミュージアムを開催

・委託事業
・実施予定数 15拠点
【対象経費】
・文化財等の文化資源を活用したメ
ディア芸術作品制作費
・展示設備等経費 等

事業内容事業内容

概要概要

令和2年度予算額 1,660百万円
(前年度予算額 2,060百万円)日本が誇る先端技術を活用した日本文化の魅力発信

新千歳空港アイヌ文化発信イメージ

参考：重要無形民俗文化財 アイヌ古式舞踊

参考：羽田空港と歴博による取組

参考：羽田空港でのメディア
芸術祭受賞作品関連展示

固有の文化資源を最先端のメディア芸術
等を活用して魅力的に発信し、日本滞在
への期待感を増すとともに、各観光地・文
化芸術施設・イベントへ線で誘導。

文化財所有者等がVR・MRや４K８K等の高精細画像。高精細
複製等の先端技術を活用した文化財の公開・展示等の取組を支
援。体験滞在の満足度向上等を図る。



-

（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法 第１３条

主要政策・施策

-

実施方法

28年度

日本が誇る先端技術を活用した日本文化の魅力発信（国際観
光旅客税財源） 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、補助

担当課室 観光資源課 課長　英　浩道

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

32年度要求

予算
の状
況

29年度

①空港等における日本文化の魅力発信
訪日外国人旅行者が必ず利用する空港等の主要インフラにおいて、先端技術（例：VR、高精細画像、高精細レプリカ等）を駆使して日本の歴史・芸術・伝統的
な文化財や風景など日本文化の魅力を発信する取組等を委託。

②文化財所有者等が行う日本文化の魅力発信
主要観光地において、文化財所有者等が行う先端技術を駆使した日本文化の魅力を発信する取組に対してコンテンツ制作等を補助（原則２分の１補助）。

③渡航前・帰国後の日本文化の魅力発信
渡航前・帰国後の外国人旅行者等に向け、日本文化の多様な魅力・コンテンツ（Living History（生きた歴史体感プログラム）・日本博を含む）に関する情報入
手を容易にするプラットフォームを提供する取組を委託。

- -

-

- -

- -

-補正予算

予備費等

当初予算 -

--

0

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

訪日外国人旅行者等の旅行前の情報収集段階、必ず利用する空港等の主要インフラ、必ず訪れる主要な観光地等において、文化財を始めとする日本固有
の文化資源を先端技術を駆使した効果的な発信を行うことにより、消費の拡大と体験・滞在の満足度向上を目的とする。

前年度から繰越し - -

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 2,060 0

0 0

執行率（％） - - -

・国際観光旅客税の使途に関する基本方針等について
・明日の日本を支える観光ビジョン

- -

2,060

関係する
計画、通知等

0

31年度当初予算

1,913

96

42

6

2

1

2,060

事業番号 新31 0033

観光立国、クールジャパン、地方創生

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

文化資源活用委託費

文化資源活用事業費補助

文化資源活用庁費

職員旅費

委員等旅費

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

0

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
実績報告書

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
実績報告書

31年度
活動見込

32年度
活動見込

12

31年度
活動見込

32年度
活動見込

6

31年度
活動見込

32年度
活動見込

47

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
実績報告書

②所有者等が行う日本文化の魅力発信
補助額／補助件数

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

29年度

- - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

定量的な成果目標

件

百万円

活動指標

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

「日本博」プロジェクトのHP掲載件数（事業数）
活動実績

件

計算式
　百万円/
件

単位

算出根拠

単位当たり
コスト

単位

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

単位

％空港等における日本文化
の魅力発信事業において
測定した訪日外国人旅行
者の滞在満足度

成果実績

目標値 ％

31年度
活動見込

100

- - -

- - -

28年度

28年度 29年度 30年度

活動実績

30年度

- -

百万円

活動実績 件

当初見込み 件

- - -

29年度

29年度 30年度

- - -

　百万円/
件 96百万円/6

％

空港等における日本文化の魅力発信を実施する箇所
数

訪日外国人旅行者の満足
度が目標値を上回ること

活動指標

-

28年度

件

-

- - - 16

計算式

文化財所有者等が行う日本文化の魅力発信を実施す
る箇所数

946百万円/12

-

31年度活動見込

- -

訪日外国人旅行者の滞在
満足度が上昇すること

-

％

訪日外国人旅行者の再訪
意向が目標値を上回ること

成果指標

％

％

達成度 ％

空港等における日本文化
の魅力発信事業において
測定した訪日外国人旅行
者が日本へ再訪したいと回
答する割合

目標値

成果指標 29年度

文化財所有者等が行う日
本文化の魅力発信の取組
に対する訪日外国人旅行
者の満足度

成果実績

中間目標

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

単位

①空港等における日本文化の魅力発信
委託費／実施する空港等の件数

単位当たり
コスト

30年度
中間目標

--

単位 28年度

29年度 30年度

単位当たり
コスト

達成度

成果実績

目標値

成果指標 単位

％成果目標及び
成果実績

（アウトカム）
％

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

単位

- - -

件

当初見込み

文化遺産・観光コンテンツバンク　コンテンツ数
活動実績 件

当初見込み 件

28年度 30年度

-

- - -

29年度

-

目標最終年度

- - - 90

年度

年度

- -

31年度活動見込

年度

- - - -

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

90

-

達成度

-

33

-

年度 年度

中間目標 目標最終年度

33 年度

90

- - - -

33

-

- -

28年度 29年度 30年度

- - -

-

--

28年度

32年度
活動見込

78.8

28年度

30年度



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

4,000- -- -

3,119 -

目標値 万人

29年度 30年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の実施により、訪日外国人旅行者が増加することが見込まれる。

32
定量的指標

2,869

年度年度

中間目標 目標年度
28年度

実績値 万人 2,404

単位

訪日外国人旅行者数

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

測
定
指
標

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表

2
0
1
8

目標最終年度

年度

取組
事項

分野：

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標

年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係



　-

事業番号 事業名所管府省名

○

　-

国際観光旅客税の使途に関する基本方針の一つとして、
「地域固有の文化、自然等を活用した観光資源の整備等に
よる地域での体験滞在満足度の向上」が挙げられており、国
として実施する必要がある。

○

評　価項　　目

国際観光旅客税の使途に関する基本方針の一つとして、
「地域固有の文化、自然等を活用した観光資源の整備等に
よる地域での体験滞在満足度の向上」が挙げられている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

　-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

採択にあたり、経費の積算や使途の妥当性を確認し、効率
的かつ最小限の経費措置となるよう努める。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

採択において内容の精査を行い、選定の妥当性や競争性を
確保している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

国際観光旅客税の使途に関する基本方針の一つとして、
「地域固有の文化、自然等を活用した観光資源の整備等に
よる地域での体験滞在満足度の向上」が挙げられており、優
先度の高い事業である。

補助事業の対象・対象外経費を厳格に定める。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

実績報告書等を精査し、適切かつ効率的な執行に努める。

行政事業レビュー推進チームの所見

　-

○

補助事業の対象・対象外経費を厳格に定める。

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

　-

○

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

　-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

補助事業者の財務状況等を把握し、応分の負担を求めて実
施する。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

文化庁

2,060百万円

諸謝金 1百万円

職員旅費 6百万円

委員等旅費 2百万円

庁費 42百万円 を含む

※ 庁費は消耗品等の購入であ

り、上記支出については、1件

100万円以上のものはない予定。

C．所有者、民

間団体等

6者

96百万円

B．民間団体

1団体

10百万円

【補助金交付】委託【一般競争入札】

補助事業を実施

するための事務

手続に係る諸業

務を委託。

主要観光地におい

て、文化財所有者

等が行う先端技術

を駆使した日本文

化の魅力を発信す

る取組に対してコ

ンテンツ制作等を

補助（原則２分の１

補助）。

②文化財所有者等が行う日本文化の魅力発信 ③渡航前・帰国後の日本文化の魅力発信①空港等における日本文化の魅力発信

A．民間団体

3団体

946百万円

委託【企画競争】

訪日外国人旅行者が必ず利用する空

港等の主要インフラにおいて、先端技

術（例：VR、高精細画像、高精細レプリ

カ等）を駆使して日本の歴史・芸術・伝

統的な文化財や風景など日本文化の

魅力を発信する取組等を委託。

渡航前・帰国後の外国人旅行者等に向

け、日本文化の多様な魅力・コンテンツ

（Living History（生きた歴史体感プログ

ラム）・日本博を含む）に関する情報入

手を容易にするプラットフォームを提供

する取組を委託。

D．民間団体

2団体、（独）芸術文化振興会

957百万円

委託【一般競争入札、随意契約】

観光庁

【移替】



支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

A.

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

使　途

B.
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

費　目

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等法　人　番　号

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



文化財に新たな付加価値を付与し、より魅力的なものとするための取組(Living History)を支援することなどにより、文化財の活用による地域活性
化の好循環を創出を行う。また、訪日外国人観光客が多く見込まれる日本遺産や世界文化遺産などにおいて、地域全体で魅力向上につながる一体的な
整備や美観向上、公開活用のためのコンテンツの作成などを行うことで、観光拠点としての更なる磨き上げを図る。

概要概要

事業内容事業内容

① 文化財建造物や史跡等を訪れた方が、歴史的背景に基づいて往時を体験・体感できるような復元行事や展示・体験事業などの取組み
｢Living History（生きた歴史体感プログラム）｣を支援するとともに、特別料金の徴収等の仕組みを構築

（絵図より忠実に再現した大名行列の実施）

② 日本遺産や世界遺産などの外国人観光客が見込まれる地域で、魅力向上につながる一体的な整備や美観向上、
公開活用のためのコンテンツの作成などを行うことで、観光拠点としての磨き上げを実施

（スロープ・昇降機等のバリアフリー整備） （伝統的な家屋の宿泊施設への転用） （名勝庭園の美観向上（屋根の部分葺き替え））

（史跡における当時の様子をARを活用して体験）

（伝建地区の美観向上（外壁漆喰の塗りなおし））

（当時の饗応の様子を御殿にて再現）

【補助対象事業者】 地方公共団体等 【補助率】 １／２（ただし、条件に応じ２／３を上限に加算）

（火焔型土器を使った調理など
縄文時代の生活を実際に体験）

Ｌｉｖｉｎｇ Ｈｉｓｔｏｒｙ （生きた歴史体感プログラム）事業 令和２年度予算額 1,800百万円



-

（ ）

0

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

文化資源活用事業費補助
金

文化資源活用委託費

文化資源活用庁費

委員等旅費

職員旅費

その他

計

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由32年度要求

事業番号 新31 0031

観光立国

31年度当初予算

3,429

36

3

3

2

1

3,474 0

・明日の日本を支える観光ビジョン
・国際観光旅客税の使途に関する基本方針等について

28年度 29年度 30年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

80

-

- -

3,474

関係する
計画、通知等

達成度

年度

-

33

-

年度
成果目標及び

成果実績
（アウトカム）

平成３１年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 3,474 0

0 0

執行率（％） - - -

0

平成３１年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

文化財に新たな付加価値を付与し、より魅力的なものとするための取組（Living History）を支援することなどにより、文化財の活用による地域活性化の好循環
の創出を行う。また、訪日外国人観光客が多く見込まれる日本遺産や世界文化遺産などにおいて、地域全体で魅力向上につながる一体的な整備や公開活
用のためのコンテンツの作成等を行うことで、観光拠点としての更なる磨き上げを図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

-

--

①国指定・選定文化財を核として、文化財建造物や史跡等の付加価値を高め、収益の増加等の好循環を創出するための取組を支援する。史料や研究資料
等に基づき歴史的な出来事や当時の生活を再現することにより、生きた歴史の体感・体験を通じて文化財の理解を促進する。（補助率：1/2）
②LH実施地域や日本遺産等の外国人観光客が見込まれる地域で、魅力向上につながる一体的な整備や公開活用のためのコンテンツの作成等を行うこと
で、観光拠点としての磨き上げを実施する。（補助率：1/2）

- -

-

- -

- -

観光拠点整備計画等の目
標値を８０％以上達成した
地方公共団体等の割合

-補正予算

Living History（生きた歴史体感プログラム）事業（国際観
光旅客税財源） 担当部局庁 観光庁 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 観光資源課 課長　英　浩道

事業名

会計区分

31年度

-

翌年度へ繰越し -

計

30年度29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

32年度要求

予算
の状
況

-

観光拠点整備計画等の目
標値の達成率が８０％以上
となる地方公共団体等の
割合が８０％以上となること
を目指す。

実施方法

28年度

％

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
観光立国推進基本法 第１３条

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
Living History（生きた歴史体感プログラム）事業の報告書

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

- - -

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



　

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

成果実績

目標値

達成度 ％

達成度 ％

成果実績

-

訪日外国人旅行者数

- -

外国人リピーター数

実績値 万人

施策 ２０　観光立国を推進する

政策 ６国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確保・強化

定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

測
定
指
標

目標年度

政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

中間目標

3,266 3,636 -

目標値

実績値

単位

2,753

目標年度

年度 32 年度

万人泊 -

2,400

28年度

28年度

28年度

-

- - -

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業の実施により観光拠点としての更なる磨き上げが図られ、訪日外国人旅行者、外国人リピーター、地方部での外国人延べ宿泊者が増加する
ことが見込まれる。

32
定量的指標

ＫＰＩ
（第一階層）

年度

取組
事項

分野： -

- -

29年度

-

年度

13

中間目標

7,000

単位

1,426 1,761 1,938 - -

目標値 万人 -

万人泊実績値

-

定量的指標
年度

地方部での外国人延べ宿泊者数

-

年度 年度

-

単位

補助額／実施件数

単位当たり
コスト

29年度 30年度

30年度
中間目標

年度

-

目標値

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

K
P
I

(

第
一
階
層

）

29年度

件

- 3,429/264

31年度活動見込

- -

活動実績

30年度

百万円

計画開始時

Living History（生きた歴史体感プログラム）事業の補助
事業実施件数

30年度 31年度

単位

-

件

28年度 29年度 30年度
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

計算式 百万円/件

単位

- - -

- -

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

4,000

目標最終年度

目標年度

年度 32

- -

31年度
活動見込

32年度
活動見込

-

264

チェック

2,404 2,869 3,119万人

万人



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

補助事業者の財務状況等を把握し、応分の負担を求めて実
施する。

国
費
投
入
の

必
要
性

点検結果

無

○

外部有識者の所見

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

－

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

○

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

－

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

補助対象経費に上限額を設定したり、高額な経費は複数社
から見積書を取り寄せる。

行政事業レビュー推進チームの所見

定量的な成果目標を定め。達成状況を把握することとしてい
る。

○

補助事業の対象経費を厳格に定める。

補助事業の採択において外部有識者による審査を実施す
る。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

改善の
方向性

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

未来投資戦略2018においてあげられており、国として実施す
る必要がある。

補助事業の対象経費を厳格に定める。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

無

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

‐

－

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

－

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

補助事業の採択において外部有識者による審査を実施す
る。

‐活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

未来投資戦略2018においてあげられており、国として実施す
る必要がある。

○

○

－

事業番号 事業名所管府省名

未来投資戦略2018においてあげられており、国として実施す
る必要がある。

－



※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

平成29年度

平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成30年度

備考

関連する過去のレビューシートの事業番号

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

文化庁

３，４７４百万円

諸謝金 １百万円

職員旅費 ２百万円

委員等旅費 ３百万円

庁費 ３百万円

※ 庁費は消耗品等の購入

であり、上記支出について

は、１件１００万円以上のも

のはないう予定。

Ａ．所有者、民間団体等

２６４者

３，４２９百万円

Ｂ．民間団体

２機関

３６百万円

【補助金交付】委託【一般競争入札】

補助事業を実施するための事務

手続きに係る諸業務を委託。
・文化財に新たな付加価値を付与し、より

魅力的なものとするための取組を実施。

・外国人観光客が見込まれる地域で、文

化財を活用した魅力向上につながる一体

的な整備や公開活用のためのコンテンツ

の作成等を実施。

【移替】

観光庁



　

支出先上位１０者リスト

A.

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

契約方式等

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

法　人　番　号
入札者数
（応募者数）

落札率

1

費　目

計 0 計 0

費　目 使　途

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

B.
金　額

(百万円）
使　途

金　額
(百万円）

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

チェック

チェック



障害者による文化芸術の鑑賞や創造、発表機会の確保などについて、国として取組を推進していくため、基本計画に掲げる基本的施策のうち、試行的な取組や、
日本の障害者の優れた文化芸術活動の周知につながる国際的な催しへの障害者の参加の促進については重点的に支援を行う。

障害のある方たちが制作した魅力ある作品など、日本の障害者の優れた文化芸術活動の成果を広く発信することに対し
て支援する。特に、国際的な催しへの障害者の参加の促進については重点的な支援を行う。

障害者が自ら芸術を創造することができる環境を整備するため、以下のような取組を行う。
・ 障害者に対する創造の場の確保や情報提供などの支援や創造活動を支援するための人材の養成 等

「障害者による文化芸術活動の推進に関する基本的な計画」(以下、基本計画という)に基づく施策を推進していくことが必要。課題

障害者の芸術作品等が広く世間に認識され、適正な評価を受けられるよう、国の美術館等において展示の取組等を行っ

ていく。特に、2020年度は東京オリンピック・パラリンピックが開催されることから、パラリンピックを念頭においた展示やシン

ポジウムなどを実施する。

令和２年度事業の拡充内容

② 作品等の評価を向上する取組等【拡充】

① 障害者による文化芸術の鑑賞や創造、発表の機会の拡充等【拡充】

創造機会の拡充に向けた取組

発表機会の拡充に向けた取組

現在（2019年度） 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度以降

2018年度
法案成立
2019年3月
国の基本計
画策定

地方における独自の計画に基づく文化芸術活動の
推進を図るための事業などを新たに支援

2019年度～（数年間）
障害者による文化芸術の鑑賞や創造、発表機会の確保に向けた取組について

重点的に、国としてモデル的な取組を推進する。
見直した計画に
基づく取組の
推進を検討

障害者が必要な支援を受けて文化芸術に触れたり鑑賞する機会や、自らも芸術活動に参加するという体験機会の拡充
に向けた取組を行う。

鑑賞機会の拡充に向けた取組

平成３１年３月に策定した基本計画に規定された基本的施策に沿って、重点的に事業を実施する。

国の基本計画を見直し
(2023年度から)

障害者による文化芸術活動を推進していくためには、地方自治体における取組も重要になることから、地方における独自の計画に基づく文化芸術活動の推進

を図るための事業などを実施できるよう、新たな支援を行う。

③地方自治体に対する新たな支援等【新規】

地方において検討を開始

国の美術館における展示

国際的な催しでの実演

障害者による文化芸術活動推進事業
令和２年度予算額 356百万円
(前年度予算額 300百万円)



（ ）

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
戦略的芸術文化創造推進事業成果報告書

80

【我が国の芸術文化の振
興における課題解決に資
する取組】
文化芸術振興上の課題解
決を着実に推進する。

本事業の各実施団体の業
務成果報告に記載された
課題解決目標達成率の平
均値

成果実績 ％ 110 112

達成度 ％ 157.1 160 - -

30年度
中間目標 目標最終年度

31 年度 31 年度

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

・公益社団法人日本オーケストラ連盟　『日本のプロフェッショナル・オーケストラ年鑑２０１８』
・公益社団法人日本劇団協議会 『上演記録に関する調査研究報告書 正会員団体上演記録』

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 28年度 29年度

達成度 ％ 89.6 102.1 -

- -

目標値 ％ 70 70 80 80

3,740 3,610 3,518 - -

成果実績 件 3,350 3,686 -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

31 年度 - 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

【トップレベルの芸術団体
による舞台芸術の創造に
対する重点的な支援】
我が国の舞台芸術団体の
公演実施の活性化を図る。
目標値は、過去の実績の
平均値を基に設定。

我が国の主要芸術団体に
おける自主公演数
（30年度成果実績について
は、令和2年3月に公表され
る数値を基に集計を行う。）

委員等旅費 2 2

その他 1 1

898 1,243

職員旅費 3 3

庁費 2 2

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 31年度当初予算 32年度要求 主な増減理由

文化芸術振興費補助金 3,287 4,071

-

目標値 件

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある

「新しい日本のための優先課題推進枠」3,426百万円
文化芸術振興委託費

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

99% 101% 100%

執行率（％） 99% 100% 100%

執行額 3,698 4,022 4,529

計 4,193 5,322

32年度要求

予算
の状
況

当初予算 3,728 3,988 4,537 4,193 5,322

補正予算 -

計 3,728 4,022 4,537 4,193 5,322

予備費等 - 34 - -

翌年度へ繰越し - - -

実施方法 委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度

主要政策・施策 クールジャパン、知的財産、地方創生 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　我が国の芸術文化を牽引する優れた舞台芸術創造活動に対する効果的な支援や芸術文化振興上の課題解決に資する事業の実施を通じて、我が国の舞
台芸術等の水準の飛躍的向上を図り、その成果を広く国民が享受できる環境を醸成する。

参事官（芸術文化担当）付 参事官　坪田知広

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
文化芸術基本法　第22条、第25条

関係する
計画、通知等

文化芸術推進基本計画－文化芸術の「多様な価値」を活かし
て，未来をつくる－（第1期）（平成30年3月6日閣議決定）

- -

前年度から繰越し - - - -

事業名 舞台芸術創造力向上・発信プラン 担当部局庁 文化庁 作成責任者

事業開始年度 平成２２年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

事業番号 0335
平成３１年度行政事業レビューシート 文部科学省

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

　独立行政法人日本芸術文化振興会が行う我が国の芸術水準向上の直接的な牽引力となっているトップレベルの芸術創造活動に必要な経費（稽古費、文
芸費等）を支援する事業に対し補助する。〔事業費補助・定額補助〕
　その支援の過程においては、諸外国のアーツカウンシルに相当する新たな仕組みを導入して、独立行政法人日本芸術文化振興会における専門家による
審査、事後評価、調査研究機能を大幅に強化し、文化芸術への支援策をより有効に機能させる。
　また、国が我が国の芸術文化振興における課題を示して、課題解決に資する取組を公募し、採択した事業を実施するほか、国内の公演情報を一元的に国
際発信していくための調査研究を委託により実施する。

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。

集計中

集計中

集計中

集計中



　

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

政
策
評
価

政策

施策

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

トップレベルの芸術団体による舞台芸術の創造に対する重点的な支援や我が国の芸術文化の振興における課題解決に資する取組を実施すること
により、我が国の芸術文化活動水準が向上し、芸術家や芸術団体による優れた芸術文化活動が活発に行われるような環境の醸成に寄与する。

測
定
指
標

- -

目標値 件 3,740 3,610 3,518 - 3,755

②我が国の主要芸術団体における自主公演数
（30年度成果実績については、令和2年3月に公表され
る数値を基に集計を行う。）

実績値 件 3,350 3,686

中間目標 目標年度

- 年度 31 年度
定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

49.6 - -

目標値 ％ - - - - 60

目標年度

- 年度 32 年度

①日本の誇りとして「文化・芸術」を挙げる国民の割合

実績値 ％ 51.1 47.1

単位 28年度 29年度 30年度
中間目標

12　文化による心豊かな社会の実現

12-1 文化芸術の創造・発展・継承と教育の充実

定量的指標

201/14 270/45

30年度 31年度活動見込

【共生社会実現のための芸術文化活動の推進】
採択総額／総事業数

単位当たり
コスト 百万円 - - 14.4 6

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 28年度 29年度

百万円/件 - -

21

計算式 百万円/件 306/24 455/27 570/25 480/23

【我が国の芸術文化の振興における課題解決に資する
取組】

支援総額／総事業数

単位当たり
コスト 百万円 13 17 23

3287/277 3264/266

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 28年度 29年度 30年度 31年度活動見込

30年度 31年度活動見込

【トップレベルの芸術団体による舞台芸術の創造に対す
る重点的な支援】

支援総額/支援事業数

単位当たり
コスト 百万円 12 12 12 12

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 28年度 29年度

百万円/件 3,264/281 3,264/278

活動指標 単位 28年度 29年度

【我が国の芸術文化の振興における課題解決に資する
取組】
支援事業数

活動実績 件 24 27 25 -

-

当初見込み 件 - - 14 45 -

30年度
31年度

活動見込
32年度

活動見込

【共生社会実現のための芸術文化活動の推進】
採択事業数

活動実績 件 - - 14 -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 28年度 29年度

- -

当初見込み 件 1,000 1,000 1,000 1,000 -

【トップレベルの芸術団体による舞台芸術の創造に対す
る重点的な支援】
質の高い支援審査等のための公演調査の実施件数

活動実績 件 1,289 1,247

-

当初見込み 件 24 27 25 23 -

30年度
31年度

活動見込
32年度

活動見込

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 28年度 29年度 30年度
31年度

活動見込
32年度

活動見込

当初見込み 件 281 278 277 266

31年度
活動見込

32年度
活動見込

【トップレベルの芸術団体による舞台芸術の創造に対す
る重点的な支援】
支援事業数

活動実績 件 281 278 277 - -
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標 単位 28年度 29年度 30年度

-

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

109.3 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
戦略的芸術文化創造推進事業（共生社会実現のための芸術文化活動の推進）成果報告書

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

87.5 - -

目標値 ％ - - 80 - -

【共生社会実現のための芸
術文化活動の推進】
障害者の優れた文化芸術
活動の国内外への発信等
の社会的包摂にかかる取
組を推進する。

本事業の各実施団体の業
務成果報告に記載された
課題解決目標達成率の平
均値

成果実績 ％ - -

達成度 ％ - -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 31 年度

集計中

集計中



点
検
・
改
善
結
果

点検結果
トップレベルの芸術団体による舞台芸術の創造に対する重点的な支援や我が国の芸術文化の振興における課題解決に資する取組について
は、文化芸術推進基本計画（第1期）の重点戦略に位置付けられており、国による実施を強く求められている取組である。また、支出先の選定、
会計的な手続きも適切に実施されている。

改善の
方向性

引き続き、トップレベルの芸術団体による舞台芸術の創造に対する重点的な支援や我が国の芸術文化の振興における課題解決に資する取組
を図る。また、今後の取組の実効性を検証し、申請基準など制度の枠組みについて改善を検討する。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

-
所管府省名 事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○ 成果実績は、概ね目標と同等の水準に達している。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○
芸術団体の収入確保へのインセンティブの向上を図るうえ
で、従来の収支差補助に比べ、実効性が高い。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動実績は、概ね見込みどおりのものとなっている。

○

トップレベルの舞台芸術創造活動に対する支援において
は、公演前の創造活動に対する支援を行い、公演本番に係
る経費は活動実施団体の負担とするなど、負担関係は妥当
である。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○
支援事業は、実施団体の提出する予算書について、有識者
等で構成する委員会等の議論を経て支援額を決めており、
コストの水準は妥当である。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ○
事業の実施・運営に必要な経費のみに限り支出しており、合
理的である。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ‐ -

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○
支援団体については、公募を行い、有識者により構成される
委員会の審査を経て決定しており、競争性は確保されてい
る。
他の委託事業についても、引き続き競争性の確保に努め
る。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○

内閣府が実施した文化に関する世論調査（平成21年実施）
では、文化芸術の体験・活動の重要性を肯定する者は88.5%
にのぼっており、本事業の目的である我が国の文化芸術創
造活動の水準向上を図ることは、国民に対する優れた文化
芸術の体験を提供することにつながるものであり、国民や社
会のニーズを反映した事業と言える。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○
本事業は、我が国の芸術水準の向上を図ることを目的とす
る事業であり、国が担うべき事業である。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○

本事業は、芸術団体の芸術創造活動への支援や文化芸術
振興上の課題解決に資する事業の実施を通して、我が国の
芸術水準の向上、文化芸術振興を図るものであり、政策目
的の達成に資する事業である。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
企画提案要領のペーパーレス化を実施するなど、経費の削
減に努めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
トップレベルの舞台芸術創造活動に対する支援において
は、その費目・使途を公演前の創造活動に係る経費のみに
限定している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明



現
状
通
り

-

備考

秋のレビュー実施年：平成26年度
レビューシート番号・事業名：0356・舞台芸術創造力向上・発信プラン

【指摘事項】
「舞台芸術創造力向上・発信プラン」における子育て支援については、舞台芸術関係者だけに保育費用を支援することは適切ではなく、やめるべきではないか。

【対応状況の概要】
指摘を踏まえ、「舞台芸術創造力向上・発信プラン」における子育て支援については、行わないこととする。なお、当該支援に係る経費は、平成28年度以降もにお
いても予算計上していない。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

現
状
通
り

１．事業評価の観点：この事業は、我が国の芸術文化を牽引する優れた舞台芸術創造活動に対する支援や芸術文化振興上の課題解決に資する
事業を実施するものであり、長期継続事業の観点から検証を行った。

２．所見：この事業は事業目的が明確であり、所掌の行政事務を推進するための経費として必要なものと認められ、事業所管部局による自己点検
を踏まえ、特段の見直しは要しないものと考えられる。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況



( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

341

平成30年度 文部科学省 0342

395 平成25年度 361

平成26年度 356 平成27年度 352 平成28年度 332 平成29年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 449 平成23年度 367 平成24年度

文化庁

4,529百万円

舞台芸術創造活動活性化事業 戦略的文化芸術創造推進事業

Ａ．独立行政法人

日本芸術文化振興会

3,287百万円

芸術の水準向上に直接的な牽引
力となる創造活動への重点支援と
ともに、各分野の特性に配慮した
創造活動を推進。

【補助金等交付】

我が国の芸術文化の振興に
おける課題解決に資する取
組を実施することにより，我
が国の芸術水準の向上と鑑
賞機会の充実を図る。

【公募・助成】

各芸術団体等

全189事業

3,193百万円

我が国の芸術水準向上の直

接的な牽引力となる芸術水

準の高い公演を実施。

我が国の芸術水準向上の直
接的な牽引力となる芸術水
準の高い、音楽、舞踊、演劇、
伝統芸能、大衆芸能の各分
野の意欲的な公演に対して
支援。

諸謝金 1百万円

職員旅費 1百万円

庁費 1百万円
を含む。

Ｃ．ユーシーテクノロジ

株式会社

公演情報等の発信

基盤の構築に向け

た調査・検証事業

の実施。

委託【随意契約（企画競争）】

Ｂ．株式会社JTBコ

ミュニケーションデザ

イン

文化庁において選

定した芸術団体等

が我が国の芸術文

化の振興における

課題解決に資する

取組を実施するた

めに必要な契約や

委託【一般競争入札(総合評

Ｄ．各芸術団体等

全14団体
Ｅ．株式会社アート・ベ

ンチャー・オフィス

障害のある方々による

芸術活動をテーマとす

る展覧会の実施。

委託【随意契約（企画競争）】委託【随意契約（企画競争）】

芸術文化振興上の課題

解決に資する取組を実施。



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

計 20 計 0

一般管理費 一般管理費 2

事業費 雑役務費、印刷製本費、旅費等 16

人件費 賃金 2

Ｅ.株式会社アート・ベンチャー・オフィス　ショウ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 50 計 55

一般管理費 一般管理費 5

事業費 雑役務費、旅費、借損料等 5 一般管理費 一般管理費 4

人件費 賃金 40 事業費 雑役務費、旅費、借損料等 51

C.ユーシーテクノロジ株式会社 D.障害者の文化芸術国際交流事業実行委員会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3,207 計 970

使　途
金　額

(百万円）

助成金 舞台芸術創造活動活性化事業助成金 3,193 人件費 賃金 17

一般管理費 一般管理費 3

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.独立行政法人日本芸術文化振興会 B.株式会社JTBコミュニケーションデザイン

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

再委託費 芸術団体との契約 940

事務費 賃金、業務委託費、委員手当等 14 事業費 雑役務費、印刷製本費、旅費等 10



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

D

E

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社アート・ベン
チャー・オフィス　ショ
ウ

9011001034119
障害のある方々による芸
術活動をテーマとする展覧
会

15
随意契約

（企画競争）
1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

100％ －

59 100％ －

10
一般社団法人　楽友
協会おきなわ

7360005004862

音楽体験を通した不登校
児童生徒の社会的接点を
作る音楽プログラムの開発
と実践、及びその検証

6
随意契約

（企画競争）
59

9
社会福祉法人　トット
基金

7010705000436
国際芸術祭実施に向けて
のろう者の芸術活動推進
事業2018

10
随意契約

（企画競争）

－

8
公益社団法人　日本
児童青少年演劇協
会

4010005006178
共生社会実現のための「児
童青少年舞台芸術」公演

11
随意契約

（企画競争）
59 100％ －

100％ －

7
子どもと舞台芸術大
博覧会実行委員会

4010005006178

共生社会実現に向けて
地域における児童青少年
から広げる芸術文化プロ
ジェクト

12
随意契約

（企画競争）
59 100％

59 100％ －

6
社会福祉法人　大阪
障害者自立支援協
会

6120005002528
障害者の舞台芸術支援と
支援人材の育成に関する
プラットフォームの構築

14
随意契約

（企画競争）
59

5
公益社団法人　全国
公立文化施設協会

3010005017960

劇場・音楽堂等の情報バリ
アフリー化に向けた最適シ
ステムの構築に関する調
査・検証事業

14
随意契約

（企画競争）

－

4
一般財団法人　たん
ぽぽの家

9150005000798
「共創 co-creation」をテー
マとした「共創の舞踊劇」の
実施

15
随意契約

（企画競争）
59 100％ －

100％ －

3
公益社団法人　日本
劇団協議会

7011105005414 やってみようプロジェクト 17
随意契約

（企画競争）
59 100％

59 100％ －

2
公益財団法人　ス
ターダンサーズ・バレ
エ団

4010405010382
バレエによるインクルージョ
ン促進事業

28.5
随意契約

（企画競争）
59

1
障害者の文化芸術
国際交流事業実行
委員会

8160005000006
障害者による優れた文化
芸術を国内外に発信する
総合推進事業

55
随意契約

（企画競争）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

92.2％ -

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
ユーシーテクノロジ
株式会社

5010701015794
公演情報等の発信基盤の
構築に向けた調査・検証

50
一般競争契約
（総合評価）

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社JTBコミュ
ニケーションデザイ
ン

2010701023536
戦略的芸術文化創造推進
事業の執行に必要な業務

970
随意契約

（企画競争）
3 -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
独立行政法人日本
芸術文化振興会

7010005006877
舞台芸術創造活動活性化
事業

3,207 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）



（地域の日本語教室の例）

都道府県
政令指定都市
（国際交流協会）

総括コーディネーター

総合調整会議

地域日本語教育

コーディネーター
（※担当地域を設定）

・
・
・

関係機関・団体等

〈連携・協力〉

地域の
日本語
教室

地域の
日本語
教室

・・・

①地域日本語教育の総合的な体制づくりの推進

②日本語教室空白地域解消の推進等

○インターネット等を活用した日本語学習
教材（ICT教材）の開発等を実施。
→令和２年度は４言語を開発する。

Ｒ１に６言語（日本語、英語、中国語、スペイン語、ポルトガル
語、ベトナム語）、Ｒ２に４言語（インドネシア語、フィリピン語、
ネパール語、カンボジア語）、Ｒ３に４言語（タイ語、ミャンマー
語、韓国語、モンゴル語）を開発予定
(外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策の充実について）

③日本語教育に関する調査及び研究

○日本語教育の標準等に関する調査研究
→日本語教育の標準の一次報告案（令和元年度末とりまとめ予定）と既存の日本
語能力に係る試験との関連付けを行うための調査研究等を行う。

③日本語教育の先進的取組に
対する支援等

○NPO法人や大学、公益法人等が行
う、日本語教室の教育上の課題や、
都道府県域を越えた広域的活動に
伴う課題等を解決するための先進
的取組への支援等を実施する。

都道府県・政令指定都市が、関係機関等と有機的に連携しつつ行う、日本語
教育環境を強化するための総合的な体制づくりを推進する。

①日本語教育の人材養成及び現職者研修カリキュラムの開発・活用

○文化審議会国語分科会が示した教育内容、モデルカリキュラムに基づき、大学
や日本語教育機関等を活用して、日本語教師養成、現職者研修のカリキュラム
の開発・実施・普及を行う。
・日本語教師養成カリキュラム
・現職者研修カリキュラム
日本語教師(初任)・・・生活者としての外国人、留学生、児童生徒等、就労者、難民等、海外
日本語教師(中堅）
日本語教育コーディネーター ・・・・地域日本語教育コーディネーター、主任教員
学習支援者（いわゆるボランティア）

○日本語教師の資質・能力を証明する資格制度のための調査研究
→審議会で検討中の日本語教育の資格（更新講習等）に関する調査研究を行う。

②日本語教育のための基盤的取組の充実

○日本語教育に関するポータルサイト(NEWS)を運用する。
○日本語教育関係者が情報共有等を行う日本語教育大会等を開催する。

①一定水準の日本語の学習機会が外国人に行き渡ることを目指した、
地方公共団体の総合的な体制づくりのための取組支援

②日本語教室の設置が困難な地域に住む外国人のため、自学自習が可能
で多言語に対応した、ICTを活用した日本語学習教材の開発・提供等
の実施

③「ヨーロッパ言語共通参照枠（CEFR）」を参考にした日本語教育
の標準や日本語能力の判定基準の検討・作成

④日本語教師の資質・能力を証明する資格制度の検討

【データ】
○在留外国人数
平成２年約１０８万人→平成３０年約２７３万
人（平成３０年１２月現在）

○日本語学習者数
平成２年約６万人→平成３０年約２６万人

○日本語教室が開催されていない自治体に居住し
ている外国人数 約４５万人（平成２９年現在）

○法務省告示日本語教育機関数
平成２年末３８４機関→平成３０年末７０８機関

日本語教育施策
新たなフェーズ

総合的対応策の
早期実行・展開

全国的な環境
整備

先進的事例の蓄積

空白地域支援

質の向上

人材確保

現 状

（１）日本語教育の全国展開・学習機会の確保 （２）日本語教育の質の向上等

令和２年度予算額（案） 198百万円 (前年度予算額 63百万円)
令和２年度予算額（案） 497百万円(前年度予算額 497百万円)

令和２年度予算額（案） 147百万円

(前年度予算額 140百万円) 令和２年度予算額（案） 90百万円

(前年度予算額 90百万円)

令和２年度予算額（案） 17百万円(前年度予算額 8百万円)

令和２年度予算額（案） 6百万円(前年度予算額 6百万円)

国の基本方針策定・
地方公共団体へ基本的
な方針のモデル提示

「外国人材受入れ・共生のための総合的対応策」（平成３０年１２月）

日本語教育の推進に関する法律の公布・施行（令和元年６月２８日）

推進法

生活者としての外国人に対する日本語教育の推進
令和２年度予算額 955百万円
(前年度予算額 804百万円)



（ ）
事業名 外国人に対する日本語教育の推進 担当部局庁 文化庁 作成責任者

事業開始年度 昭和４２年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

事業番号 0353
平成３１年度行政事業レビューシート 文部科学省

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

条約難民及び第三国定住難民に対し，定住支援施設において日本語教育を実施するとともに，定住先においても継続的に日本語を学習できる環境を整備
する。都道府県などに調査票を送付し回答を得ることによって，日本語教育機関・施設等数，日本語学習者数，日本語教師数等を集計し，国内における日
本語教育の現状を把握する。
日本で生活する外国人に対して，日本語教育の実施，日本語教育を行う人材の養成・研修の実施，地域の創意に基づき多様な機関等との連携・協力を図
り，日本語教育の体制を整備する取組を支援する。日本語教育人材の資質・能力の向上を図ることを目的として，日本語教育人材の養成プログラムや現職
者研修のカリキュラム・プログラムの開発と研修を実施する。日本語教室が開設されていない地方自治体に専門家を派遣し，教室開設を支援する。地方公
共団体が関係機関等と有機的に連携しつつ行う日本語教育環境を強化するための総合的な体制づくり等を行う事業を支援する。日本語教育を行う者等を
対象として，日本語教育の内容や方法をまとめた「標準的なカリキュラム案」等を活用するための実践的なワークショップなどを行う協議会の開催や日本語
教育機関が持つ日本語教育コンテンツを横断的に検索できるシステムを整備する。

実施方法 直接実施、委託・請負、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）

28年度 29年度 30年度 31年度

主要政策・施策 - 主要経費 その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

外国人が日本での生活に必要な日本語を習得する体制を整備し，国内に居住する外国人の日常生活に必要とされる日本語能力が向上し，円滑な社会生
活を送ることができるようになること。「日本語教育人材の養成・研修の在り方について」で示す「日本語教育人材の養成・研修の在り方及び教育内容」に基
づく養成・研修を実施することにより，教育内容等の円滑な普及を促し，日本語教育人材の資質・能力の向上を図る。日本語能力が十分でない外国人が生
活等に必要な日本語能力を身に付けられるよう，地方公共団体が有機的に連携しつつ行う日本語教育環境を強化するための総合的な体制づくり等を行う
事業を支援する。

国語課 国語課長　髙橋憲一郎

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
文化芸術基本法　第１９条

関係する
計画、通知等

文化芸術推進基本計画（第１期）
（平成30年3月6日閣議決定）

- - -

前年度から繰越し - - - -

32年度要求

予算
の状
況

当初予算 210 211 220.9 804.1 965.7

補正予算 -

計 210 211 220.9 804.1 965.7

予備費等 - - - -

翌年度へ繰越し - - - -

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある
31年度から新規事業「地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事
業」を実施しているため。

補助金（文化芸術振興費
補助金）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

94% 93% 92%

執行率（％） 94% 93% 92%

執行額 197 196 204

計 804.1 965.7

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

「日本語教育研究協議会」
の参加者である日本語学
習支援者等の満足度93%
以上を目指す。

「日本語教育研究協議会」
の参加者である日本語学
習支援者アンケートにおい
て，施策説明や実践事例
報告等を受講して「大変参
考になった」「参考になっ
た」と回答する人の割合

諸謝金 4 4

その他 2.1 2.7

455 455

庁費 11 12

委員等旅費 5 6

平成31・32年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算目 31年度当初予算 32年度要求 主な増減理由

委託費（政府開発援助難
民救援業務委託費・文化

芸術振興委託費）
327 486

-

目標値 ％ 93 93 93 - -

成果実績 ％ 95.2 93.4 94.8 -

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「日本語教育研究協議会」参加者アンケート

達成度 ％ 102.4 100.4 101.9 -

※平成３１年以降の表記は、新元号に読み替えることとする。



　

30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位 28年度 29年度

94.7 - -

目標値 ％ 93 93 93 - -

定住支援施設で日本語教
育プログラムを受けた第三
国定住難民の日本語能力
が5段階のうち，第2段階の
「かなりの助けがあれば，
単語や短い文でやりとりが
できる」に達する人の割合
において90％以上を目指
す。

定住支援施設で日本語教
育プログラムを受けた第三
国定住難民のうち，日本語
能力評価において第2段階
の「かなりの助けがあれ
ば，単語や短い文でやりと
りができる」に達する人の
割合

成果実績 ％ 100 100

達成度 ％ 108 108

28年度 29年度 30年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度

102 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「第三国定住難民に対する日本語能力及び日本語使用状況調査結果」

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

93.4 - -

目標値 ％ 90 90 90 - -

「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業の
日本語教室において日本
語が受講前に比べて上達
したと回答した人の割合
90％以上を目指す。

「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業の
日本語教室受講生に日本
語が受講前に比べて上達
したと回答した人の割合。

成果実績 ％ 92.7 92.7

達成度 ％ 103 103 103 - -

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
「生活者としての外国人」事業参加者アンケート調査結果

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載 チェック

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 28年度 29年度 30年度

600

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 28年度 29年度 30年度
31年度

活動見込
32年度

活動見込

当初見込み 人 600 600 600 600

31年度
活動見込

32年度
活動見込

「日本語教育研究協議会」の参加者数
活動実績 人 647 782 1,074 - -

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 28年度 29年度

24 -

当初見込み 人 15 27 20 24 22

定住支援施設で日本語教育プログラムを受けた第三国
定住難民の数

活動実績 人 15 27 20

-

当初見込み 人 3,000 3,000 3,000 2,000 2,000

30年度
31年度

活動見込
32年度

活動見込

「生活者としての外国人」のための日本語教育事業にお
ける日本語教室の受講者数

活動実績 人 5,276 4,208 4,460 -

30年度 31年度活動見込

「日本語教育研究協議会」の開催執行額／
日本語教育研究協議会の参加者数

単位当たり
コスト 千円 9.2 8.2 5.2 65.1

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 28年度 29年度

千円/人 5,956千円/647人 6,400千円/782人

776

計算式 千円/人 15,518千円/15人 15,518千円/10人 15,518千円/20人 15,518千円/20人

「条約難民及び第三国定住難民に対する日本語教育」
に係る条約難民に対する委託金額／

日本語指導を受けた難民の人数

単位当たり
コスト 千円 1,034 1,551 776

5,533千円/1,074人 39,042千円／600人

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 28年度 29年度 30年度 31年度活動見込

30年度 31年度活動見込

　「生活者としての外国人」のための
日本語教育事業委託契約額総額／

日本語教室の受講者数

単位当たり
コスト 千円 23 23 17 24

計算式

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 28年度 29年度

千円/人 123,748千円/5,276人 99.290千円/4,208人 78,899千円/4,460人 48,263千円/2,000人



目標年度

- 年度 34 年度

在留外国人数に占める日本語教育実施機関・施設等に
おける日本語学習者数の割合

実績値 ％ 9.1 9.4

単位 28年度 29年度 30年度
中間目標

12　文化による心豊かな社会の実現

12-1 文化芸術の創造・発展・継承と教育の充実

定量的指標

中間目標 目標年度

- 年度 - 年度
定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

9.5 - 10

目標値 - - - - - -

中間目標 目標年度

- 年度 - 年度
定量的指標 単位 28年度 29年度 30年度

- -

目標値 - 6.7 7.5 6.6 - -

国内の日本語教育実施機関・施設等における日本語学
習者数の増加割合

実績値 ％ 13.6 10 8.4

- -

目標値 - - 27,754 28,162 - -

日本語教師養成・研修実施機関・施設等における日本
語教師養成・研修講座の受講者数

実績値 人 29,267 27,056 29,561

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

当該事業を足掛かりとした、地域の潜在的日本語学習者を掘り起こしによって、地域における日本語教育実施機関・施設等数および外国人の日本
語学習機会の増加することで、文化芸術振興の担い手である国民や国内に居住する外国人のコミュニケーション等の活発化・国語の改善・普及に貢
献するものと考えられる。

測
定
指
標

- 年度

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
8

取組
事項

分野： - -

K
P
I

(

第
一
階
層

）

ＫＰＩ
（第一階層）

政
策
評
価

政策

施策

-

達成度 ％ - - - - -

目標値 - - - - -

- 年度

-

成果実績 - - - - - -

単位
計画開始時

30年度 31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度

31年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度
K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

30年度

-

成果実績 - -

-

達成度 ％ - - - - -

- - - -

目標値 - - - - -

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

-

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係



事業所管部局による点検・改善

項　　目 評　価 評価に関する説明

事
業
の
効
率
性

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　 ○ 委託により実施する場合には，一般競争入札や公募によっ
て妥当性や競争性を確保するとともにコストの削減に努め，
また，複数の外部有識者により，支出先の選定に係る審査
を実施している。
また、一者応募となった事業に関しては、公告期間の延長等
により改善を図る。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

有

競争性のない随意契約となったものはないか。 無

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。 ○
外国人が我が国において日常生活を営む上で必要な日本
語を習得することができるように，事業や調査研究等を実施
している。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。 ○

外国人が日本社会の一員として円滑に生活が送れるように
するため，地方自治体や民間等における日本語教育の取組
が促されるよう，国として必要な各種事業を行わなければな
らない。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

○
本事業は，外国人が我が国において日常生活を営む上で必
要な日本語教育を行う事業であり優先度の高い事業であ
る。

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。 ○
調査研究を委託により実施する場合には，一般競争入札に
よって妥当性や競争性を確保するとともにコストの削減に努
めている。

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。 ○
資金の流れや費目・使途については，契約時・精算時に精
査している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐ -

○
外国人を日本社会の一員として受け入れるための国の施策
であり、費用は全額国費にて支出しているが，一部地方公共
団体が行う事業については補助率を２分の１としている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。 ○ 事業目的に応じた単位当たりコストを設定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。 ‐ -

外務省 0065 難民等救援事業委託費

外務省 0066 第三国定住による難民の受入

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。 ○
調査研究で得られた報告書については，文化庁Ｗｅｂサイト
に掲載して周知している。

関
連
事
業

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

「条約難民及び第三国定住難民に対する日本語教育」は，
難民に対する定住支援策の一部として文化庁において実施
している。外務省においては，定住支援センターの運営・生
活費の支給等を，厚生労働省においては，職業訓練・職業
あっせんを担当し，役割分担をしながら相互に連携し実施し
ている。

所管府省名 事業番号 事業名

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。 ○
成果目標は成果実績の把握可能性を考慮し，設定してい
る。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

調査研究を委託により実施する場合には，一般競争入札に
よって妥当性や競争性を確保するとともにコストの削減に努
め，また，複数の外部有識者により，支出先の選定に係る審
査を実施している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。 ○ 活動内容で定量的に表せるものを把握し，設定している。

外部有識者の所見

外部有識者の点検対象外

行政事業レビュー推進チームの所見

事
業
内
容
の

一
部
改
善

１．事業評価の観点：この事業は、調査研究事業や難民等に対する日本語教育事業、外国人に対する日本語教室の設置運営・指導者養成など
外国人に対する日本語教育の充実を図るための事業であり、契約の競争性、公平性、透明性の確保の観点から検証を行った。

２．所見：この事業は、事業目的は明確であるが、一者応札が見受けられるため、競争参加条件や公告期間についてより一層の見直しを図るな
ど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

点
検
・
改
善
結
果

点検結果
委託事業の実施に当たっては，調査研究の場合には原則一般競争入札により，他の事業は企画競争により広く公告を行うことにより，優れた
競争参加者の確保を適切に行うことができた。また，支出先の選定に係る審査は，複数の外部有識者で行うことにより公平性を担保することが
できた。

改善の
方向性

競争性を確保しつつ引き続き適切に事業を実施する。

厚生労働省 0559 難民就職促進費



( )

※平成30年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

446 平成25年度 411

平成26年度 410 平成27年度 404 平成28年度 387 平成29年度

執
行
等
改

善
本事業を実施するにあたって，複数の応募者が参加できるようにするため，企画提案の準備に要する時間を確保できるよう公募期間の見直しを
行い，契約の競争性，公平性，透明性を確保する。

備考

－

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成22年度 498 平成23年度 422 平成24年度

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

395

平成30年度 文部科学省 0399

文化庁

２０４．１百万円

Ｂ イノベーション・

デザインアンドテクノ

ロジーズ株式会社

３百万円

委託【一般競争契約・総合評価】

「日本語教育の総
合的な推進に向け
た調査研究」を実

施。

Ａ 株式会社

アストジェイ

３百万円

委託【一般競争契約・最低価格】

「日本語教育実態調
査」を実施。

Ｄ ＮＰＯ等

（全３９機関）

７９百万円

「生活者としての外
国人」のための日
本語教育事業」を
実施。

「生活者としての外国人」のた

めの日本語教育事業
日本語教育に関する

調査及び調査研究

条約難民及び第三国定住難民に
対する日本語教育事業

諸謝金 4百万円

職員旅費 2百万円

委員等旅費 5百万円 を含む

庁費 11百万円

Ｃ 公益財団法人

アジア福祉教育財団
４３百万円

「生活者としての外国人」のた

めの日本語教室空白地域

解消推進事業

Ｅ 株式会社

富士通総研
４０百万円

「地域日本語教育
スタートアッププロ
グラム事業」の管
理業務の一部を実
施。

Ｆ イノベーション・デ

ザインアンドテクノロ

ジーズ株式会社

３百万円

日本語教育人材養成・研修カ

リキュラム等開発事業

Ｇ ＮＰＯ等

（全１１機関）

２３百万円

「日本語教育人材
養成・研修カリキュ
ラム等開発事業」
を実施。

「条約難民に対する
日本語教育事業」
及び「第三国定住難
民に対する日本語
教育事業」を実施。

委託【随意契約・企画競争】
委託【随意契約・企画競争】

委託【随意契約・企画競争】
委託【随意契約・企画競争】

日常生活に必要な
日本語学習コンテ
ンツの開発のため
の調査研究を実施。

委託【一般競争契約・総合評価】

地域日本語教育の総合的な

体制づくり推進事業

【補助金等交付】

H 地方公共団体等

（２０件（予定））

４５４百万円（予定）

「地域日本語教育の総

合的な体制づくり推進

事業」を実施。



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

C

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.株式会社アストジェイ B.イノベーション・デザインアンドテクノロジーズ株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

その他 人件費、諸謝金等 2.6 その他 人件費、諸謝金等 3.4

C.公益財団法人アジア福祉教育財団 D.特定非営利活動法人可児市国際交流協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2.6 計 3.4

その他 雑役務費、消耗品費、通信運搬費　等 7.9 管理費 一般管理費 0.2

人件費 事務員賃金等 5.9 再委託費 日本語教室運営 0.4

講師謝金等 事務員賃金等 26.2 諸謝金 会議出席、作業補助、翻訳、指導者　等 2.1

その他 雑役務費、旅費　等 0.1

旅費 講師等交通費 3 消費税 消費税相当額 0.2

E.株式会社富士通総研 F. イノベーション・デザインアンドテクノロジーズ株式会社

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 43 計 3

管理費 一般管理費 3.6 管理費 一般管理費 0.3

人件費 賃金 10.4 諸謝金 有識者会議謝金、WG業務謝金 0.4

事業費 諸謝金、旅費、会議費等 25.6 人件費 賃金 2.2

その他 消費税相当額，旅費 0.2

G.一般財団法人日本語教育振興協会 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 39.6 計 3.1

人件費 事務員賃金等 0.5

旅費 交通費 0.5

諸謝金 原稿執筆、委員会出席、作業補助　等 1.9

その他 借損料、消耗品費、会議費、雑役務費 0.1

管理費 一般管理費 0.2

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計 3.2 計 0

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社アストジェ
イ

6011101028626
「日本語教育実態調査」を
実施

2.6
一般競争契約
（最低価格）

3 95.6％

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
イノベーション・デザ
インアンドテクノロ
ジーズ株式会社

1030001108838
「日本語教育の総合的な推
進に向けた調査研究」を実
施

3.4
一般競争契約
（総合評価）

2 91.5％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

100％

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
公益財団法人アジア
福祉教育財団

7010405010413
「条約難民及び第三国定
住難民に対する日本語教
育事業」を実施

43
随意契約

（企画競争）
1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等



D

E

F

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

100％ -

3
国立大学法人群馬
大学

9070005001680
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.8
随意契約

（企画競争）
50 100％

50 100％ -

2
特定非営利活動法
人日本ボリビア人協
会

4190005009898
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.8
随意契約

（企画競争）
50

1
特定非営利活動法
人可児市国際交流
協会

3200005007364
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

3
随意契約

（企画競争）

50 100％ -

6
特定非営利活動法
人フィリピノナガイサ

2080405006384
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.4
随意契約

（企画競争）
50

5
一般社団法人磐田
国際交流協会

7080405006850
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.4
随意契約

（企画競争）

-

4
公益財団法人福島
県国際交流協会

5380005010340
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.8
随意契約

（企画競争）
50 100％ -

-

8
社会福祉法人日本
国際社会事業団

1013205000192
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.3
随意契約

（企画競争）
50 100％ -

100％ -

7
社会福祉法人さぽう
とにじゅういち

5010705000438
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.4
随意契約

（企画競争）
50 100％

100％ -

50 100％ -

10
特定非営利活動法
人多文化共生リソー
スセンター東海

9180005007923
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.3
随意契約

（企画競争）
50

9

特定非営利活動法
人多文化共生教育
ネットワークかなが
わ（ME-net）

9020005009704
「生活者としての外国人」の
ための日本語教育事業を
実施

2.3
随意契約

（企画競争）

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社富士通総
研

8010401050783
「地域日本語教育スタート
アッププログラム事業」の
管理業務の一部を実施。

39.6
随意契約

（企画競争）
1 100％ -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
イノベーション・デザ
インアンドテクノロ
ジーズ株式会社

1030001108838
日常生活に必要な日本語
学習コンテンツの開発のた
めの調査研究を実施。

3.1
一般競争契約
（総合評価）

1 86.1％



G

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人　日本
語教育振興協会

1011005001213
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

3.2
随意契約

（企画競争）
26

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

3
特定非営利活動法
人　国際活動市民中
心

4012405002772
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

3
随意契約

（企画競争）
26 100％

100％

2 学校法人関西大学 6120905001356
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

3.2
随意契約

（企画競争）
26 100％

100％

6
一般財団法人　日本
語教育振興協会

1011005001213
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

2.1
随意契約

（企画競争）
26 100％

26 100％

5
一般社団法人　グ
ローバル人財サポー
ト浜松

5080405006282
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

2.4
随意契約

（企画競争）
26

4
一般社団法人　全日
本学校法人日本語
教育協議会

9011105008002
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

2.8
随意契約

（企画競争）

26 100％

9 長野県 1000020200000
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

1.2
随意契約

（企画競争）
26

8
ヒューマンアカデミー
株式会社

4011101055952
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

1.3
随意契約

（企画競争）

7
株式会社　インター
カルト日本語学校

4010501027867
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

1.3
随意契約

（企画競争）
26 100％

100％

10
公益社団法人　日本
語教育学会

4010005003778
「日本語教育人材養成・研
修カリキュラム等開発事
業」を実施

1.1
随意契約

（企画競争）
26 100％

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載 チェック

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）

- - -

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - -


